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本論文は、全 4 編(序論、本論 1、本論 2、結論)から構成される。序論は、第 1 章と第 2
章から構成され、本研究の問題設定を行っている。本論 1 は、第 3 章と第 4 章、第 5 章か
ら構成され、課題 1「何を伝えるのか」の解決策を提示するものである。本論 2 は、第 6
章と第 7 章、第 8 章から構成され、課題 2「どのような方法であれば伝わるのか」の解決




































いる。わが国の総人口は、内閣府「高齢社会白書」によると、平成 28(2016)年 10 月 1 日
現在、1 億 2,693 万人であった。65 歳以上の高齢者人口は、過去最高の 3,459 万人（前年
3,392 万人）となり、総人口に占める割合(高齢化率)も 27.3％(前年 26.7％)と過去最高とな
った。高齢化率は、1950(昭和 25)年には 5%に満たなかったが、1970 年(昭和 45)年には
7%を超えて、1994(平成 6 年)には倍化水準の 14%を超えた。また、生産年齢人口(15～64
歳)は、1995(平成 7 年)に 8,726 万人でピークを迎えて、その後減少に転じ、2014(平成 26)
年には 7,785 万人となっている。 
























その数は減少を続けている。土木・測量技術者は、2000(平成 12)年の 51 万人をピークに
5 年ごとに約 30%の割合で減少している。建築技術者は、1995(平成 7 年)の 42 万人をピ





なっている。まず、24 歳以下については、全産業計が 2006 年の 578 万人から 2012 年の
475 万人へ 18%減少したのに対して、建設業は 33 万人から 23 万人へ 30%以上の減少で
ある。25～29 歳では、全産業が 2006 年の 662 万人から 2012 年の 569 万人へ 14%の減少
であるのに対して、建設業は 2006 年で 51 万人、2012 年で 33 万人と 35%の減少である。
このように建設関係において、若年の就業者が他の産業に比べて大きく減少していること





















































                                                  






























































































ろうが、一つの目安として 30 年という年数を置く。 
 では、若手の定義はどうであろう。広辞苑によれば、「若くて元気のいい人。また、集団
の中で年齢の若いほうの人」と記述されている。これについて異論はないと思われる。細









































は間違いない。さらに分析の枠組に従い 2 つの能力に分類した上で、2 つの能力は別々の








図 1-1 能力としての「直観」 
 
 












 本論文は、全 4 編(序論、本論 1、本論 2、結論)から構成される。序論は、第 1 章と第 2
章から構成され、本研究の問題設定を行っている。本論 1 は、第 3 章と第 4 章、第 5 章か
ら構成され、課題 1「何を伝えるのか」の解決策を提示するものである。本論 2 は、第 6
章と第 7 章、第 8 章から構成され、課題 2「どのような方法であれば伝わるのか」の解決




















検証から見える取り組むべき問題を明示する。この章は、2014 年 4 月に Routledge(Taylor 
& Francis Group)の Journal of Asian Public Policy, Volume 7, Issue 2 および 2016 年 4







の章は、2014 年 4 月に Routledge(Taylor & Francis Group)の Journal of Asian Public 
Policy, Volume 7, Issue 2 および 2016 年 4 月に Nova Science Publishers の Advances in 









観｣がどのようにして生成されたかその過程を示したものである。この章は、2014 年 4 月
にRoutledge(Taylor & Francis Group)のJournal of Asian Public Policy, Volume 7, Issue 
2 および 2016 年 4 月に Nova Science Publishers の Advances in Psychology Research,  
Volume 115 に掲載された論文をもとに作成したものである。 
 

















かを検討した。この章は、2015 年 7 月に EASP 12TH Annual Conference で発表した論
文をもとにしたものである。 
 
 第 8 章では、技術者直観を伝えるための人材育成方法の検証をした。検証した結果得ら
れた人材育成方法が、5 つの活動の連携による育成である。5 つの活動の連携による育成
とは、①課業スキル表、②キーワード、③事例、④擬似訓練、⑤協働による循環を経て、







第 10 章では、提言として企業における人事政策について述べている。 
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第 2章 少子高齢化社会および建設業界の現状と課題 















内閣府「高齢社会白書」によると、平成 28(2016)年 10 月 1 日現在、1 億 2,693 万人であっ
た。65 歳以上の高齢者人口は、過去最高の 3,459 万人（前年 3,392 万人）となり、総人口
に占める割合(高齢化率)も 27.3％(前年 26.7％)と過去最高となった。高齢化率は、1950(昭
和 25)年には 5%に満たなかったが、1970 年(昭和 45)年には 7%を超えて、1994(平成 6 年)
には倍化水準の 14%を超えた。また、生産年齢人口(15～64 歳)は、1995(平成 7 年)に 8,726
万人でピークを迎えて、その後減少に転じ、2014(平成 26)年には 7,785 万人となっている。 
長寿化の理由として、戦後の医学の進歩、公衆衛生の発展、食生活の改善等がある。わが
国の死亡率は、これらの変化により、乳幼児や青年の死亡率が大幅に低下したため、1947(昭
和 22 年)の 14.36 から約 15 年で半減し、1963(昭和 38)年に 7.0 になった。その後はなだら







                                                  
1) 1956 年の国際連合(United Nations)の報告書｢The Aging of Populations and Its Economic and Social 
Implications ;人口高齢化とその経済的・社会的意義｣において、65 歳以上の人々を高齢者として取り扱っ
たことがその由来といわれる。United Nations(～1950、2014) 








 わが国は将来にわたって人口減少が見込まれている。2029(平成 41)年に人口 1 億 2,000
万人を下回った後も減少を続け、2053(平成 65)年には、1 億人を割って 9,924 万人、2065(平
成 77)年には、日本の総人口は、8,808 万人になると推計される。 
出生数は減少を続けている。この減少により、年少人口(0～14 歳)は 2056(平成 68)年に
1,000 万人を割り、2065(平成 77)年には 898 万人と推計されている。出生数の減少は、生
産年齢人口にまで影響を及ぼし、2029(平成 41)年に 6,951 万人で、2065(平成 77)年には
4,529 万人になると推計される(図 2-1)。また、2050(平成 62)年の内訳は、0～14 歳が 938
万人、15～64 歳が 5,001 万人、65～74 歳が 1,383 万人、75 歳以上が 2,384 万人である(図
2-2)。 
 
図 2-1 人口の推移と推計 
 
出所：内閣府 平成 29 年版高齢社会白書。 
 
 













出所：国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成 24 年 1 月推計)｣の出生中位・死亡中位仮定の推計値、
厚生労働省「簡易生命表」「完全生命表」、「人口動態統計」。 
2010 年                   2030 年                    2050 年 
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図 2-3 に示すように、2016(平成 28)年の労働力人口は 6,673 万人であった。労働力人口








図 2-3 労働力人口の推移と高齢者の割合 
 
出所：内閣府 平成 29 年版高齢社会白書。 
 
 
図 2-4 労働力人口の推計(全産業) 
 
 





総務省｢労働力調査｣、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成 24 年 1
月推計)｣の出生中位・死亡中位仮定の推計値によれば労働力人口は、2030（平成 42）年ま
でに 5,683 万人と、2013 年（平成 12 年）に比べ約 14％減少すると見込まれている。その
後も減少を続け、2060(平成 72)年には 4,792 万人と推計される。技術者労働力も例外では
ない。図 2-5 に示すように、技術者数は 2000(平成 12)年の 252 万人をピークに減少を続け




図 2-5 就業者数の推計(全産業技術者) 
 




























建設業の就業者数は、1997 年 685 万人をピークに 2006 年が 559 万人、2009 年が 517









図 2-6 建設投資額と就業者数 
 





成 12)年の 51 万人をピークに 5 年ごとに約 30%の減少している。建築技術者は、1995(平




















2006 年の 578 万人から 2012 年の 475 万人へ 18%減少したのに対して、建設業は 33 万人
から 23 万人へ 30%以上の減少である。25～29 歳では、全産業が 2006 年の 662 万人から
2012 年の 569 万人へ 14%の減少である。これに対して建設業は 2006 年で 51 万人、2012
年で 33 万人と 35%の減少である。このように建設関係において、若年の就業者が他の産
業に比べて大きく減少していることがわかる。時間軸でみても、現在の 45～54 歳代が 10
年後にベテラン層として活躍する頃には絶対数の不足が懸念される(図 2-8)。 
 





































































2.4 第 2 章のまとめ 

















序論(第 1 章、第 2 章)では、本研究における問題設定と目的について述べるとともに、建
設業界における少子高齢化社会の現状と今後において問題の背景を確認した。第 1 章にお
いては、「現状と懸案事項」、「課題 1」、「課題 2」、「言葉の定義」を記述している。建設業界
































に答えるため本論 1、本論 2 において検証を行っていく。 
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「問題をこなす技能」については、3 つが語られている。a. 問題の原因推理力、b. 不良
の直し、c. 不良品の検出技能である。a. 問題の原因推理力とは、簡単な誤品、欠品は別
                                                  
1) 小池和男、1932 年～。日本の経済学者。法政大学名誉教授。労働経済学専攻。 
2) Duggan, William. コロンビア大学ビジネススクール准教授(2001 年～)。 
3) 野中郁次郎、1935 年～。日本の経営学者。竹内弘高、1946 年～。日本の経営学者。 
4) 金井壽宏、1954 年～。日本の経営学者。楠見孝、1959 年～。日本の心理学者。 
5) 松尾睦、1964 年～。日本の経営学者。中原淳、1975 年～。日本の教育学者。 














「変化をこなす技能」については、4 つが語られている。a. 生産方法の変化、b. 生産量




求められる能力が a である。b. 生産量の変化とは、製品に対する需要量にともなう変化で
ある。例えば、需要が 10%以上増減すると労働時間の調整だけではすまない。そこで、ひ







































































































                                                  
7) Klein, Gary、1944 年～。アメリカの心理学者。 
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の実践に関する研究が発展をみせる(Hill、2003; McCall、2010; Day、2001; McCauley, 































































れる社会的要因の欠如から研究が始まる(Kayes、2002;  Holmam, Pavlica and Thorpe、











て、それを可能にするなどといった考えなどである(Harrsona, Lawsona and Wortleya、














































































































































2 つの能力は別々のようで 1 つであり、相互に関係していることが見いだされた。また、2
つの能力を同等に重要視し、概念図で示したことはこれまでにはない「直観」の捉え方であ
る(図 3-2)。 
                                                  






























                                                  
10) プラトンによる「直観」は、「anamnēsis(アナムネーシス)：想起(想い出す)」が理論として存在す
る。いわゆる想起説に説かれるものである。古代において「直観」を捉えようとした時、「集積」と「使












































ができる (Dewey、1938; Schön、1983; McCall、1988a、1988b、2010; Mezirow、1991; Reynolds、
1998; Cranton、1996; Moon、2004; Daft、2005; Yamazaki and Kayes、2007; Kolb and Kolb、2009; 
Yukl、2010)。 






































                                                  
13) Dreyfus, Hubert L. 1929 年～ (兄)。アメリカの哲学者。Dreyfus, Stuart E. (弟) 応用数学者。 
14) Benner, Patricia、1942 年～。アメリカの看護学者。 
15) アラバマ大学准教授 Smith, Anita Joel によって、2007 年に開発された直観の水準の測定方法
(Smith、 2007)。直近の研究において、スミス直観水準測定法を扱った研究では、Rovithis, Michael et 
al. (2015)の病院の違いによる看護師の直観水準の比較なども行われている。 

































                                                  



























この性質は Intuitive biology(直観生物学)と呼ばれる。 
そして、これまで以上に心に寄り添った学問も存在する。プレマック23)は、人間を含む類
人猿に、他者にも心があり自分とは異なる意思や欲求を持っている事を推論できる能力が





信念とを区別できる者だけが、誤った信念がわかる主張している (Premack and Premack、
2003)。 
また、「直観」ではなく「直感」として捉えた理論があるので記しておきたい。カーネ
マン25) (2011)の理論である。カーネマンは、「直感」について 2 つのシステムについて論
じている。直感についてのすごさと限界について整理している。2 つのシステムとは、シ





                                                  
21) Spelke, Elizabeth. S.、1949 年～。ハーバード大学心理学部門の認知心理学者。Carey, Susan。2002
年～。ハーバード大学の心理学教授。 
22) Atran, Scott、1952 年～。アメリカの人類学者。 
23) Premack, David、1925 年～。アメリカの心理学者。 
24) Lewis, David Kellogg 、1941 年～2001 年。アメリカの哲学者。 


































実態に合ったものにする必要がある。第 4 章において、さらに検証する。 
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図 4-2 は各レベルの詳細について示している。L1 は、集積によって習得可能で、技術者
直観を働かせるための準備段階と言える。L2 は、集積し、意思決定材料を結ぶ線をつくっ
ていく段階である。L3 は、意思決定材料と意思決定材料を結ぶ線が増え、技術者直観が高
                                                  
1) 筆者が主催する建設業界の企業の技術者・人材育成担当者との研究会。2012 年 5 月から 1～2 ヶ月に
1 回の頻度で開催している。2017 年 9 月 30 日現在、全 17 回開催。 
2) 理論「技術者直観」について英語論文および国際学会で発表した。Yamasaki, M. (2014) および













図 4-3 は、技術者直観のレベルを示している。技術者直観のレベルは、L1～L5 で示さ
れ、「集積によって習得可能な技術者直観の範囲」と「使いこなすことを通して鍛えられる

































表 4-1 に示すように、2015 年 9 月 30 日までの期間で技術伝承研究会を全 17 回開催し
た。そのうち理論について検討したのは、第 2 回、第 3 回、第 4 回、第 5 回、第 6 回、第
7 回、第 9 回、第 10 回、第 13 回、第 14 回、第 15 回の全 11 回である。理論について議
論してきた過程を述べる。 
 
表 4-1 技術伝承研究会開催記録 
 
 
最終的に技術者直観(図 1、図 2、図 3)に集約されたが、その関連性は次のとおりである。








                                                  
3) 2012 年 11 月 2 日～2013 年 7 月 28 日の期間の呼称である。 
4) 2013 年 7 月 29 日～2014 年 1 月 11 日までの期間の呼称である。 
5) 2014 年 1 月 12 日～2014 年 2 月 16 日の期間の呼称である。 
開催回数 開催日 議題 理論検討 方法論検討
第1回 2012年5月25日 開会挨拶、技術伝承を支援する手法の開発 ○
第2回 2012年7月13日 若手の職業観 ○ ○
第3回 2012年9月28日 職業能力開発基準とは ○ ○
第4回 2012年11月2日 能力開発の視点 －直観力を鍛える ○
第5回 2013年1月8日 パターンをつかむ －実例をもとに ○
第6回 2013年2月12日 パターンとは?－パターンの認識を考え直す ○ ○
第7回 2013年3月27日 パターンとは? －視点とスケール ○ ○
第8回 2013年5月7日 技術伝承プログラム(仮) -｢直観｣を伝える ○
第9回 2013年6月18日 直観力について整理する ○
第10回 2013年7月29日 概念｢直観｣と方法論の確立へ向けて ○ ○
第11回 2013年9月24日 ｢技術者教育｣からの一考察 ○
第12回 2013年10月29日 PBL(Project/Problem Based Learning) ○
第13回 2013年12月3日 知識と経験の統合 ○
第14回 2014年1月12日 ｢技術的直観｣の範囲設定 ○
第15回 2014年2月17日 卓越したベテラン技術者への過程 ○ ○
第16回 2014年6月19日 ｢5つの方法による循環｣の実験について ○
第17回 2014年11月15日 ｢5つの方法による循環｣の実験を実施 ○
44 




最初に議論をしたのは第 4 回である。この回の議題は、能力開発の視点 －直観力を鍛
える、であった。議論のために筆者がメンバーに示したのは、図 4-5 である。 
 








時は L1~L5 だけでなく、L5+を設定していた。L1~L5 が「直観」の範囲で、L5+を「直
感」の範囲と考えたからである6)。 
 












                                                  































































たからである。したがって、第 15 回開催において結論づけ、技術者直観(図 1)を最終のも
のとするに至った。 
 















































が可能であるということである。第 1 段階は、L1～L3 の範囲で｢訓練によって習得可能｣

























第 9 回開催までで技術者直観(図 1、図 2)が生成されてきた。加えて、第 10 回、第 14
回開催において技術者直観の広さと深さについて議論した。この議論により、各レベルの
中でも種類の違う(持っているものが違う)者がいることを示すに至った(図 4-14、図 4-15)。 
 








 4.2.2 インタビュー調査 
理論生成過程において、技術者にインタビュー調査を行った。インタビュー調査は、第
1 次調査(概略調査)と第 2 次調査(詳細調査)の 2 回である。第 1 次調査では 10 名の技術者、




(1)第 1 次調査 
概略調査として、先端を進んでいると考えられる大手企業 3 社から対象をランダムに選
定し、インタビュー調査を行った。最初の調査対象選定にあたっては研究会メンバー各社
からベテランと認められる技術者 2 名と若手技術者 1 名をご紹介いただいた7) (表 4-2)。第
1 次調査は、建設技術者のカン・コツと呼ばれるものについて聴いていき、理論「技術者
直観」の生成への糸口を見つけた調査である。インタビューは、半構造化形式8)で、1 回に
つき約 1 時間半～2 時間程度で、1 人に対して複数回行った。インタビュー内容は、①技
術伝承についてどのように考えているか、②建設技術者の間であつかわれるカン・コツ(こ
の時点では、技術者直観という呼び方はしていなかった)についてどのように考えているか、
の 2 つである。協力者の所属企業は、建設業界において大企業・中堅企業に位置する。 
 
表 4-2 第 1 次調査対象者リスト 
 
 













No. 企業名 氏名 技術歴(年) 性別
1 K社 I氏 31年 男性
2 K社 Y氏 18年 男性
3 K社 O氏 4年 男性
4 N社 F氏 22年 男性
5 N社 S氏 31年 男性
6 N社 T氏 5年 男性
7 T社 K氏 19年 男性
8 T社 I氏 4年 女性
9 T社 S氏 4年 男性





































































のである。技術者直観(図 1、図 2、図 3)にも賛同を得たものである。インタビューは、半
構造化形式で、1 回につき約 1 時間半～2 時間程度で、1 人に対して複数回行った。インタ
ビュー内容は、技術者直観についてどのように思うか、である。協力者の所属企業は、建
設業界において大企業・中堅企業に位置する。 





















○K 社 KO 氏 
 3 段階で上昇していったと思い起こします。第 1 段階は、24～28 歳の時で、基礎を身に
付けた期間です。第 2 段階は 34～37 歳の時、工事課長として職で、これまでの経験がつ
ながり始め、技術者直観が高まりました。第 3 段階は、39 歳～で、所長としてより多くの
意志決定をする場面が増え、その幅が拡がっていきました。 
 
○K 社 TK 氏 












No. 企業名 氏名 技術歴(年) 性別
1  K社 KI氏 28 男性
2  K社 KO氏 31 男性
3  K社 TK氏 30 男性
4  K社 TA氏 31 男性
5  K社 NA氏 35 男性
6  N社 K氏 42 男性
7  N社 S氏 43 男性
8  N社 H氏 44 男性
9  N社 M氏 43 男性
10  TB社 MK氏 33 男性
11  TB社 MY氏 36 男性
12  KK社 O氏 49 男性
13  KK社 N氏 43 男性
14  T社 F氏 45 男性
15  OT社 U氏 45 男性
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○N 社 H 氏 










○TB 社 MK 氏 
 34 歳の時、国家資格(技術士)に合格してから、技術者直観は 43 歳までで一気に上昇し
た。人が聴きに来るようになって、間違えられないし。その問答を繰り返していたら、嫌
でも高まった。あの 10 年は今考えれば大きいものだと思う。 
 
○TB 社 MY 氏 










○KK 社 N 氏 




○T 社 F 氏 











































第 5章 技術者直観の事例 
 
5.1 はじめに  
































                                                  




































行われた全長 L=1.92km の路線である。  
そのうち、起点部となる一般国道△△号から延長 L=690m の区間（1 工区）について
は、平成 2001 年に供用開始しており、さらに、2 工区にあたる延長 L=650m の区間につ
いては、2003 年度より工事が行われ、部分供用開始している状況にあり、当該度末の暫
定供用開始を目指していた。 













(a)1990 年 都市計画道路 1 号○○○線 
都市計画決定 1 号 ○○○線、2 号 駅東線、3 号 T 線が都市計画決定される。この
時点における 1 号○○○線は国道△△号から国道△号一里塚付近に接続する路線とし
て計画決定される。 
(b)2000 年度 ○○○都市計画変更図書作成業務 
本業務において 1 号○○○線並びに 3 号 T 線が計画変更され、2 号 駅東線は廃止と
なる。1 号○○○線は○○○駅南開発計画を考慮し、国道△△号○○○東口交差点へ接
続位置が変更となる。 
(c)2000 年度 都市計画街路○○○線測量調査設計業務（予備設計） 
計画変更された 1 号 ○○○線のうち、2 工区の道路予備設計を実施する。 
(d)2001 年度 都市計画街路○○○線測量調査設計業務（詳細設計） 
平成 12 年度に実施した 2工区の道路予備設計をもとに、道路詳細設計と設計に必要
となる測量及び地質調査を実施する。          
(e)2002 年度 都市計画街路○○○線測量調査設計業務（修正設計） 
駅南開発計画の造成計画と整合を図り計画を進めていたが、その造成計画の見直し
が必要のため、NO.47+10 から NO.65+10 の区間について縦断線形の見直しを行う。 
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(f)本業務 





































ると、約 5 万 m3 の残土処理が必要である。この残土は、関連する改修高等学校造成並び
に宅地造成における造成盛土材として流用する(図 5-3)。 
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   当設計は「世界測地系」により行っており、それに伴い水準点においても施工中であ
る 2 工区(日本測地系)よりも+0.012 高い。 
(イ)現場 CBR 試験の実施 
当計画道路の舗装については、設計 CBR 8％（協議結果による）としている。よっ













今後、□□寺線の詳細設計を行う必要がある(図 5-4、図 5-5、図 5-6)。 
 







































作業項目を抽出するは L2 と分析できる。 


















確認等)を行うは L2 と分析できる。 
















より異なるため)、②資料の収集(各関係機関や取得場所の把握)ともに L2 と分析できる。 
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決においては L4 の集積と使いこなす能力が必要となる。 




















とに対応するためには L4 の集積と使いこなす能力が必要となる。 


































































5.4 第 5 章のまとめ 














































本論 1(第 3 章～第 5 章)では、理論「技術者直観」の生成を行っている。本論 1 は、課



































以上、本論 1 では理論「技術者直観」の検証を行い、課題 1「何を伝えるのか」について
の解決策を示した。その過程から生成された理論「技術者直観」は、課題 1 に答えうるもの
である。本論 2 では、この技術者直観が伝わりやすい人材育成方法について検証していく。 
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(3)技術・技能系、(4)経営学系の 4 つである(表 6-1)。 
 





















































































































                                                  
1) Bruner, Jerome Seymour、1915 年～。アメリカの心理学者、教育心理学者。認知心理学の生みの親
の一人であり、文化心理学の育ての親の一人でもある。 
2) 第 3 章を参照。技術習得モデルを提唱している。技術習得には、5 段階あり、①ビギナー、②中級者、
③上級者、④プロ、⑤エキスパートに分類されるとしている。 
75 
のうち最初の 4 段階を飛ばして一気に第 5 段階に達することはできるだろうか。できない
とは言わない。自転車に乗るなどの身体的技能については規則を覚えるより試行錯誤が第




































                                                  













































































                                                  
4) Σωκράτης、紀元前 469 年頃～紀元前 399 年。古代ギリシアの哲学者。 
5) 無知であることを知っている点において、知恵者と自認する相手よりわずかに優れていると考えた。
また、知らないことは知らないと考えるほうが優れている、とも考えた。 
6) Comenius, Johannes Amos、1592 年～1670 年。モラビィア (チェコ東部)生まれの教育学者。 








































                                                  
8) Pestalozzi, Johann Heinrich、1746 年～1827 年。スイスの教育実践家。 
9) Herbart, Johann Friedrich、1776 年～1841 年。ドイツの哲学者、心理学者、教育学者。 



































純粋練習型 5 型に分け、そのうち科学型を「探索・提示・同化・組織化・反復」の 5 段階
教授法とした。このプランは、科学型の教科目について、学習単元を組織し、次の五段階
の学習過程をとる。(1)探索 exploration：学習者の過去の経験とこれから学習する経験と
                                                  
11) Dewey, John、1859 年～1952 年。アメリカの哲学者、教育哲学者、社会思想家。 
12) Kilpatrick ,William Heard、1871 年～1965 年。アメリカの教育学者。Dewey, John の弟子で、同僚、
かつコロンビア大学での後継者。 


































淳和院・奨学院の 7 つがあった。 
                                                  
14) Bloom, Benjamin Samuel、1913 年～1999 年。アメリカの教育心理学者。 
15) 学習率が、学習者の目標達成に必要な時間に対して、実際にどれだけ学習に時間を使ったかの割合で
表現できるとして、定式化したものである。学習率＝(学習に費やされる時間)/(学習に必要な時間)。 
16) Lengrand, Paul、1910 年～2003 年。フランスの教育思想家。 
17) 飛鳥時代(592 年～710 年)～奈良時代(710 年～794 年)～平安時代(794 年～1185 年)の年代のこと。 
18) 574 年～622 年。厩戸皇子・上宮王・豊聡耳などともいわれる。 

















近代22)においては、日本の授業・授業研究が始まる。1872 年(明治 5 年)、文部省の｢学
事奨励に関する多い仰出書｣により、近代学校の成立とその制度化が進められる。具体的に
は、国民皆学、義務教育などを基本としたものである。フランスの学区制を模範とし、内
容はアメリカの影響を受けたものであった。1886 年(明治 19 年)には、学校令が公布され、
初等・中等・高等の学校種別を規定した。帝国大学令、師範学校令、中学校令、小学校令(諸
学校令)である。また、1887 年(明治 20 年)～1897 年代(明治 30 代)まで、ヘルバルト派の















                                                  
20) 鎌倉時代(1185 年～1333 年)～建武の新政(1333 年～1336 年)～室町時代(1336 年～1573 年)～安土桃
山時代(1573 年～1603 年)の年代のこと。 
21) 江戸時代(1603 年～1868 年)の年代のこと。 
22) 戦前。明治時代(1868 年～1912 年)～大正時代(1912 年～1926 年)～昭和時代(1926 年～1944 年)の年
代のこと。 


























を含むエンジニアリング教育認定に関する 3 協定、専門職資格認定の 3 枠組によって構成
され、高等教育機関における教育の質保証・国際的同等性の確保と、専門職資格の質の確
保・国際流動化は同一線上のテーマであるという観点のもと運営される連合体である。エ
ンジニアリング教育認定の 3 協定とは、Washington Accord、 Sydney Accord、Dublin 
Accord のことである。それぞれ修了時に求められる知識・能力の達成の設定が異なるが、
到達すべき事項として設置されている項目自体は共通の概念を適用している。また、専門
職資格認定の 3 枠組とは、APEC Engineer、EMF、ETMF のことである。国際的に見る























































































                                                  
24) Drucker, Peter Ferdinand、1909 年～2005 年。オーストリア・ウィーン生まれ、ユダヤ系オースト
リア人の経営学者。 






































                                                  
26) Michaels, Ed、元マッキンゼー&カンパニーのアトランタオフィス所長。 
Handfield-Jones, Helen、マッキンゼー&カンパニーにて、主に人材マネジメントに従事。 
Axelrod, Beth、マッキンゼー&カンパニーのスタンフォードオフィス所長。 







































                                                  
28) Leonard, Dorothy.ハーバードビジネススクール名誉教授。Swap, Walter.タフツ大学名誉教授(心理学)。 
29) 第 3 章を参照。 











の条件を満たすためには OJT(On the job training)が中心だとしている。OJT が効果的に
























野中・竹内33) (1996)は、 SECI モデルを提唱している。SECI モデルとは、共同化
(Socialization) － 表 出 化 (Externalization) － 連 結 化 (Combination) － 内 面 化
(Internalization)の 4 つの知識変換モードからなるスパイラルによって知識変換を行なう
                                                  
31) 伊丹敬之、1945 年～。日本の経営学者。加護野忠男、1947 年～。日本の経営学者。 
32) 第 3 章を参照。 























人で 25%しかできない。サポートが必要。第 2 段階：1 人で 50%しかできない。サポート
が必要。第 3 段階：1 人で 75%の仕事ができる。教えることもできる。サポートが必要。  











































































































































卓越したベテラン技術者 15 人にインタビュー調査を実施した。協力者は、K 社 5 名、N
社 4 名、TB 社 2 名、 KK 社 2 名、T 社 1 名、OT 社 1 名の卓越したベテラン技術者であ
る。インタビュー者の選定は、卓越したと認められるベテラン技術者から次の方を紹介いた




は日本企業の中でも第 1 人者として間違いなく認められる人々である。 
インタビューは、半構造化形式3)で、1 回につき約 1 時間半～2 時間程度で、1 人に対し
て複数回行った。インタビュー内容は、①どんな仕事をしてきたか、②目標となる上司・先
輩がいたか、③目をかけている部下・後輩に対して思うことは、④ベテランと思われる条件
は、の 4 つである。協力者の所属企業は、建設業界において大企業・中堅企業に位置する。 
                                                  
1) スノーボールサンプリング。母集団から無作為に回答者を数人選ぶ。次に、これらの回答者に次の回
答者を指名してもらう。この作業を繰り返すことで、必要な数に達するまで標本を抽出していく手法。 
2) 第 4 章を参照。筆者が主催する建設業界の企業の技術者・人材育成担当者との研究会。2012 年 5 月か
ら 1～2 ヶ月に 1 回の頻度で開催している。2017 年 9 月 30 日現在、全 17 回開催。 
3) 事前に大まかな質問事項を決めておき,回答者の答えによってさらに詳細にたずねて行く質的調査法。 
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No. A K 社 Y.K.氏は、専門を研究開発とする、技術歴 28 年の技術者。K 社研究所の一
専門分野の長である。技術士(国家資格)および博士(工学)を有する。 
No. B K 社 M.K.氏は、専門を施工管理とする、技術歴 31 年の技術者。K 社における工
事管理に関する部長である。技術士(国家資格)を有する。 
No. C K 社 K.T.氏は、専門を施工管理とする、技術歴 30 年の技術者。K 社における工
事管理に関する一部門の部長である。現場一線の所長として実績を有する。 
No. D K 社 K.T.氏は、専門を設計とする、技術歴 31 年の技術者。K 社における一専門
分野の部長である。技術士(国家資格)を有する。 
No. E K 社 T.N.氏は、専門を施工管理とする、技術歴 35 年の技術者。K 社における施
工管理のスペシャリストで、現場一線の所長として実績を有する。 
No. F N 社 S.K.氏は、専門を調査・計画・設計とする、技術歴 42 年の技術者。N 社に
おける技術指南役である。技術士(国家資格)および博士(工学)を有する。 
No. G N 社 H.S 氏は、専門を調査・設計・施工管理とする、技術歴 43 年の技術者。N
社海外事業における技術指南役である。技術士(国家資格)を有する。 
No. H N 社 N.H.氏は、専門を調査・設計・施工管理とする、技術歴 44 年の技術者。N
社技術監査の長である。技術士(国家資格)を有する。 
No. I N 社 S.M 氏は、専門を設計とする、技術歴 43 年の技術者。N 社国内事業におけ
る技術指南役である。技術士(国家資格)を有する。 
No. J TB 社 K.M.氏は、設計・研究を専門とする技術歴 33 年の技術者。技術者として
だけでなく、研究開発にも多くの実績がある。技術士(国家資格)および博士(工学)を有する。 
No. K TB 社 Y.M.氏は、施工管理を専門とする技術歴 33 年の技術者。TB 社における施
工管理のスペシャリストで、現場一線の所長として実績を有する。 
No. L KK 社 H.O 氏は、調査を専門とする技術歴 49 年の技術者。日本の高度経済成長
期に先頭に立って先進技術を多く開発。技術士(国家資格)および博士(理学)を有する。 
No. 企業名 氏名 専門 技術歴(年) 年齢(歳) 入社(歳)
A  K社  Y.K.  研究・開発 28 52 24
B  K社  M.K.  施工管理 31 55 24
C  K社  K.T.  施工管理 30 54 24
D  K社  K.T.  設計 31 53 22
E  K社  T.N.  施工管理 35 57 22
F  N社  S.K.  調査・計画・設計 42 65 23
G  N社  H.S.  調査・設計・施工管理 43 65 22
H  N社  N.H.  調査・設計・施工管理 44 68 24
I  N社  S.M.  設計 43 65 22
J  TB社  K.M  設計・研究 33 55 22
K  TB社  Y.M.  施工管理 36 58 22
L  KK社  H.O.  調査 49 71 22
M  KK社  A.N.  調査・設計 43 66 23
N  T社  N.F.  施工管理 45 67 22
O  OT社  S.U.  調査・設計 45 67 22
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No. M KK 社 A.N.氏は、調査・設計を専門とする技術歴 43 年の技術者。KK 社の技術
開発センターの長である。技術士(国家資格)および博士(学術)を有する。 
No. N T 社 N.F.氏は、施工管理を専門とする技術歴 45 年の技術者。T 社における施工
管理のスペシャリストで、現場一線の所長として実績を有する。 
No. O OT 社 S.U.氏は、調査・設計を専門とする技術歴 45 年の技術者。OT 社における
技術指南役である。技術士(国家資格)および博士(工学)を有する。 
 












Theory Approach、以下 GTA と称する。Glaser & Strauss、1967）もある。GTA と KJ 法
は言語データを細分化し、グループ分けをして、図解化を行うという点は共通している。一
方、KJ 法は研究プロセスに難解な専門用語を使用しないため初学者にも理解しやすい。ま















ている。KJ 法における分析結果との関係性についても考察していく。  




 上述した KJ 法による分析を行った結果、技術者の能力開発・キャリア形成において、表
札(小)が 30 個、表札(中)が 13 個、表札(大)が 4 個に集約された。また、全ての表札の統合
も行った。質問事項と表札の一覧は、表 7-2 のとおりである。 
 
表 7-2 質問事項と表札 
 
 



























































術者から得た、「成長の要因」は、｢訓練｣、｢失敗と責任｣、｢その他｣の 3 つであった。 
 




















































































「25～26 歳ぐらいの時、創業者 K 社長のお言葉で、自然に対峙する心構えを得た。30 歳
前までの基礎訓練期間では、悔しい思いをさせられる特定の人がいました。その時は、嫌で
したが、今思えばそれも糧になっていると思います。人間形成には反面教師的な存在も意義







3 人目が、生え抜きの係長であった I 博士ですが、多くの現場に同行し、物の見方や仕事の










「31 歳当時、鬼課長と呼ばれた A 氏と出会う。問題を与えられ、1 つの工法だけでなく、
3～4 の代替案を考えらえるように仕向けられた。さらに、その考えを説明しなければなら
なかった。ここでかなり鍛えられた。メンバーでいた人間もそうであった」(No. C) 
















































































































































































































15 人の内、 ①比例型が 10 人、 ②青年期突出型が 2 人、 ③壮年期水平型が 3 人であった。
先述しているが、選定した者は、卓越したベテラン技術者であるため、現時点の技術者直観
水準が 90～100 に位置すると設定している。図 7-6 にそれぞれの型の代表例を示す。15 人
すべての図については巻末資料 2 をご参照いただきたい。 
①比例型は、年齢とともに着実に技術者直観を高めていっている。20 代で、基礎を固め













図 7-6 技術者直観水準図 
 
①比例型 10 人 (例:N 社 S.K.) 
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図 7-6(続) 技術者直観水準図 
 
②青年期突出型 2 人 (例:K 社 Y.K.) 
 
 


































































(図 7-8)。  
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第 8章 技術者直観が伝わる人材育成方法の検証 

















(Giddens, Anthony(著) 内田・松川・立松・叶堂・小幡・藤井・西岡・松尾(訳)、1998： 

















                                                  













































8.2 方法論 ｢5 つの活動の連携による育成｣ 





























図 8-3 に示すのは課業スキル表の原型である(佐藤・藤村・八代、 2011)。もともと、日
本の製造現場で人材育成のツールとして古くから使用されてきたものである。 
 
図 8-3 課業スキル表の原型(スキルマップ) 
 
 





























































































































図 8-5 スキル分析(技術版)の参考例 
 


































(図 8-6、図 8-7)。図 8-6 に示されるように、技術者業務共通事項では、業務の流れを確認
しておくことで、事前に理解して業務遂行にあたるための材料である。図 8-7 では、道路
設計における入社 1～3 年目技術者を対象に業務の流れを理解してもらう材料である。 
 






























































































































































































5 月 7 日午前中、一本の電話が鳴った。 
  
A さん：｢もしもし、道路設計部です。ああ、営業の。部門長、営業の B さんからです。｣ 
部門長：｢はい、もしもし。おお、あの業務案件を獲ったの。うん、わかった。早速準備
を始めるよ。｣ 















 A さん：｢わかりました。発注者との初回協議の準備をします。｣ 
 部門長：｢たぶん、初回協議では線形計画のことが中心になるから。それじゃ、よろしく。｣ 
 













































更が行われた全長 L=1.92km の路線である。  
(2)設計内容 
  ○○○線は、道路規格第 4 種第 3 級、設計速度 V=50km/h により設計を行うものであ
る。道路幅員構成については、これまで国道△△号を起点とし、NO.65+10 の現道接続











































  方法論の検証には、インタビュー調査およびアンケート調査を行った。実験は、2 回行
った。第 1 回の実験は、第 8 回技術伝承研究会として、2013 年 5 月 7 日(火)16:00～18:00
に技術者・人材育成担当者を対象に実施した。第 2 回の実験は、第 17 回技術伝承研究会





第 8 回技術伝承研究会として、2013 年 5 月 7 日(火)16:00～18:00 に実験を実施した。
技術者・人材育成担当者を選定したのは、すでに現場の第一線で活躍する人たちであり、
方法論に必要なものを理解していると考えたためである。場所は、法政大学新一口坂校舎
































































・2 つの班(A、B 班)に分けて、気づく度合いを比較します。 
 
(2)スケジュール 
 開催時間 13:00～17:00 




14:10～15:00 グループでの討議 問 1  
15:00～15:50 グループでの討議 問 2 
15:50～16:00 休憩  16:00～16:30 発表(学生)  
16:30～16:40 まとめ 16:40～17:00 アンケート 
 
 
   
状況写真 1 講師による A班への事前講義      状況写真 2 グループ討議状況(A 班) 
   







設定した全 32 問の質問項目のうち該当質問項目の 5 つを示す。 
  
(1) Q.13 事前配布資料は役に立ちましたか。 
 
結果 1 事前配布資料について n=11 
 
結果 1 に示すように、事前資料は、1. とても役に立つ、2. まあまあ役に立つ、を
合計すると 7 名と半数以上が役に立ったと認識しているようである。 
 







(3) Q.15 今日のポイントに気づきましたか。 
 Q.18 最初の講義はポイントに気づくのに役に立ちましたか。(受けた人のみ) 
 
結果 2 ポイントに気づいたか(全体) n=11 
  
結果 3 ポイントに気づいたか(A 班) n=6    結果 4 ポイントに気づいたか(B 班) n=5 
 
結果 5 事前講義の効果(A 班のみ) n=6 
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結果 2 に示すように、全体ではポイントに気づいた人と気づかなかった人の割合は 2
つに分かれた。グループごとに集計を示したのが結果 3、結果 4 である。A 班の気づい
た人と気づかなかった人の割合は 2 つに分かれている。B 班は、気づかなかった人の割
合が高い。この結果から、｢与えなかった人は気づかない割合が高い｣が推察される。結




(4) Q.16 今後、社会に出て役に立ちそうですか。 
 
結果 6 社会で役に立ちそうか n=11 
  




(5) Q.19 自分を高める取り組みに変化はありどうですか。 
 
結果 7 自分を高める変化となるか n=11 
    






































 本論 2(第 6 章～第 8 章)では、技術伝承と人材育成が円滑に進む環境をつくりだす方法














































第 10 章では、実践的意義として、企業内での人事政策の展開について述べる。 
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第 9 章 これからの技術伝承と人材育成の方向性 
 
9.1 はじめに 









図 9-1 本研究の全体としての意義 
 
 






















51 年)の技術者 Y 氏にご協力いただいた。直接観察および参与観察については、筆者自身














































　本研究　「技術者直観」 ◎ 集積したもの 5段階両方を考慮 技術者・個人
　小池　「知的熟練」 〇 技能、経験 4段階両方を考慮 技能者・個人
　ダガン 「戦略的直観」 × 知識、情報 レベル設定なし深さのみ考慮 経営者・個人
　ダガン 「専門的直観」 〇 経験 レベル設定なし深さのみ考慮 消防士・個人
　野中・竹中 「SECIモデル」 〇 暗黙知、形式知 レベル設定なし両方を考慮 企業・組織
　金井・楠見 「実践知」 〇 知能、経験、暗黙知  2～5段階、7段階両方を考慮 様々・個人と組織









　小池　「知的熟練」 現場観察 ①仮説演繹→②事例帰納→③仮説演繹 2005年時点でみる
　ダガン 「戦略的直観」 科学史、脳科学、認知心理学、西洋の軍事戦略論、東洋哲学 ①仮説演繹→②事例帰納→③仮説演繹
2007年
時点でみる
　ダガン 「専門的直観」 クライン 「直観」 仮説演繹(消防士への帰納的アプローチを含む)
2007年
時点でみる
　野中・竹中 「SECIモデル」 ポランニー 「暗黙知」、知識変換 ①仮説演繹→②事例帰納→③仮説演繹 1996年時点でみる
　金井・楠見 「実践知」 認知心理学、熟達化、SECIモデル ①事例帰納→②仮説演繹 2012年時点でみる
































および第 4 章で検証を行っている。概念図は、図 9-2 のとおりである。 
 







積する能力」と「使いこなす能力」を 1 対 1 の同等な重要さであるとしていることである。 
「レベル設定・広さと深さの設定」のうち「レベル設定」とは、個人の能力のレベルを
表すものである。理論「技術者直観」は、5 段階の設定である。概念図は、図 9-3、図 9-4
のとおりである。 
図 9-3 技術者直観(図 1) 
 












図 9-4 は、技術者直観のレベルを示している。技術者直観のレベルは、L1～L5 で示さ
れ、「集積によって習得可能な技術者直観の範囲」と「使いこなすことを通して鍛えられる















異なる。例えば、A さんの広さは L１で、深さは L5 である。このレベルは、1 つの専門性
に長けた技術者直観をもっていることを示している。B さんは、広さは L5 で、深さは L3
である。広い範囲で技術者直観を発揮できるが、その専門性は中堅技術者レベルであるこ













9-2 である。検討は、技術士(国家資格) 2)で分類される 20 種類の技術者に基づく。検討し
た結果、他の技術者に対しても、理論「技術者直観」の適用可能性があると推察される。 
 
表 9-2 技術者の特性の検討 
 
 
表 9-2 は、(1)技術者がする仕事、(2) 理論を比較した項目 によって検討した結果を示す
とともに、それぞれの技術者が属する業界(企業・団体)を示したものである。 







































































































































































































                                                  
4) 金井(2002)をはじめとする「修羅場」に関する考察は、経営学(組織論、人事・労務)で広く知られる。 
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義である。なお、本研究の方法論における意義は表 9-3 に示すとおりである。 
 

























佐藤・藤村・八代　「スキルマップ」 技能者の育成材料の提示 ⇒ ①課業スキル表 技術者の育成材料の提示
エンジニアリング教育 専門用語の整理 ⇒ ②キーワード　 企業内の共通言語の抽出
プロジェクトメソッド、モリソンプラン 汎用性・再現性が低い ⇒ ③事例　 汎用性・再現性が高い
クレイン「メンタルシミュレーション」 一人でのシミュレーション ⇒ ④擬似訓練　　 ベテランを交えた訓練
小池　「OJT」 無意識・組織主体 ⇒ ⑤協働　 意識的・個人主体
































































































た。そのため、課題 1 と課題 2 への検証を経て、「どのようにすれば技術伝承が円滑に進
むか」について言及してきた。図 9-9 に示すように、問題・課題への解決策を簡潔にまと
めている。問題への解決策は、技術者直観が円滑に伝わる環境を整えることである。課題
1 と課題 2 に対する解決策を通して見いだされたのは、「技術者直観」と「5 つの活動の連
携による育成」であった。この 2 つによって問題の解決がなされるものと考える。 
 







































9.4 第 9 章のまとめ 
本章では、本研究で設定した問題・課題に対する解決策について述べた。問題への解決
策は、「技術者直観」を形成する環境(個人主体性重視)を整えることである。問題の解決に





課題 2 の解決策は、「5 つの活動の連携による育成」である。これらによって技術者直観
が伝わり形成され、技術伝承が円滑に進む。この方法論こそ技術者に求められるものであ



























































 以上のように、経営者が 5 つの活動の連携による育成において重点的に果たすべき役割










































図 10-1 能力開発の責任主体(正社員) 
 
出所：厚生労働省「能力開発基本調査」平成 28 年度 
 
図 10-2 能力開発の責任主体(正社員以外) 
 
出所：厚生労働省「能力開発基本調査」平成 28 年度 
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自己啓発を行った労働者の延べ受講時間をみていくと、正社員では「10～20 時間未満」
が 20.6％と最も多くなっている。「20～30 時間未満」が 15.6%、「30~50 時間未満」が 14.9%
と、自己啓発に時間をかける人は多く、その必要性には認識があるようである(図 10-3)。 
 
図 10-3 自己啓発を行った労働者の延べ受講時間(総数) 正社員 
 






図 10-4 自己啓発を行った労働者の延べ受講時間(総数) 正社員以外 
 
出所：厚生労働省「能力開発基本調査」平成 28 年度 
 
自己啓発を行う上で何らかの問題があるとした者は、正社員では 78.4%（前回 78.8%）、













































































































である。1990 年代以降、延べ 15 万人以上の小中高校生に指導してきている。(ⅱ)入職後























































































つにまとめる意義を持っている。本論 2(第 6 章、第 7 章、第 8 章)において検証を行った。 
問題は、少子高齢化社会において不足すると危惧される建設技術者の能力を維持・向上
させ、わが国の建設業が持続的で活力ある発展を続けるための施策を検討することであっ
た。そのため、課題 1 と課題 2 への検証を経て、「どのようにすれば技術伝承が円滑に進
むか」について言及してきた。問題への解決策は、技術者直観が円滑に伝わる環境を整え
ることである。課題 1 と課題 2 に対する解決策を通して見いだされたのは、「技術者直観」
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(●●電) 分 8 右 2-3-2 
(通信会社)才 幹 24L1L3 
移設が必要である。 









・道路構造規格 ： 第 4種第 3級 
・設 計 速 度 ： V=50km/hr 
・地 域 区 分 ： 非積雪寒冷地 
・将来計画交通量： 3,600 台/日（H32 年） 
 
(イ)標準幅員 
項  目 
基    準    値 単
位 
採用値 
規定値 特例値 望ましい値 
車  線 3.00 ― ― ｍ 3.00 
左側路肩 0.50 ― 0.50 ｍ 0.50 
自転車 
歩行車道 
3.00 ― ― ｍ 
3.50 






要    素 項    目 基準値 単位 採用値 
平面 
線形 
曲 線 半 径 
最  小  値 100 
ｍ 160 やむ得ない場合 80 
望ましい値 150 
最小曲線長 
交角 7゜未満 600/θ 
ｍ 172.661 
絶対最小値 80 
緩 和 曲 線 















縦 断 勾 配 
最 急 勾 配 6 
％ 5.0 
特  例  値 8 
制限値と勾配 
7-500 

















（第 4種） 6 
最大合成勾配 




横断勾配 2.0％ 1,300 
ｍ - 
横断勾配 1.5％ 1,000 
片勾配摺付率 
最 小 摺 付 率 1/285～1/350 
％ 1/152 
最 大 摺 付 率 1/115 
視    距 最 小 視 距 55 ｍ 55m 以上確保 
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(b)標準幅員構成 






















































































































































































し、最小でも 10.3m 以上とする。 
信号高圧線より上の架線は避雷針であり鉄道会社の方で撤去しますが、実施
のときは町と協議します。 
信号高圧線 GL 高は 12.07m で、計画道路案の桁下 GL 高は 14.10m ですので、
その差 2.03m になります。足場を仮に 0.8m として残り 1.23m となり最低余裕




① 車線幅員 Ｗ=３.０ｍ×２＝６.０ｍ 
② 路肩幅員 Ｗ=０.５ｍ×２＝１.０ｍ 
③ 歩道幅員 Ｗ=３.５ｍ×２＝７.０ｍ（施設帯設置幅０．５ｍ含む） 
ただし、単位制高校線交差点部は、右折車線設置のため、３.５ｍから２.
５ｍまで縮小する。 













道路構造令と解説と運用 P.433(表 3-53)より、標準横断勾配を 1.5％の拝み勾
配とする。 
 
 (道路構造令の解説と運用 P.433) 
路面の種類 横断勾配（％） 




片側 1車線の場合 片側 2車線以上の場合 














































































路面排水を素早く端部水路へ導くため 2％としている。 道路事業設計要領(交 5)に























































































前出付表 2-2 では区分Ⅱに該当し、付表 2-3 では区分 Aに該当する。 
よって、付図 2-5 の区分ⅡA の範囲における、法面勾配と切土直高に対する法面状
態の関係から、最適な法面勾配が判断できる。 
 付図 2-5 より、全体的な傾向としては、切土直高 0～10m では法面勾配 1:1.2 あたり
から崩壊しやすい傾向にあり、切土直高 10m を超えると法面勾配が 1:1.4 よりも急に
なると崩壊する法面が多くなる傾向にある。 
 よって、当該地区における法面の安定勾配としても、切土直高が 10m 以下であれば











































































降 雨 確 率 年 
（イ） （ロ） 
Ａ 高   い 
３   年 
１０年以上（ハ） 
Ｂ 一 般 的 ７  年 
Ｃ 低   い ５  年 
   
(イ)路面や小規模なのり面など、一般の道路排水施設に適用する。 
(ロ)長大な自然斜面から流出する水を排水する道路横断排水施設、平坦な都市部で内水排除 







     道路の 
計画    種別 
交通量 
（台／日）    
高速自動車   
国道および 
自動車専用道路 
一般国道 都道府県道 市町村道 
10,000 以上 Ａ Ａ Ａ Ａ 
10,000～4,000 Ａ Ａ、Ｂ Ａ、Ｂ Ａ、Ｂ 
4,000～ 500 Ａ、Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ、Ｃ 
500 未満 － － Ｃ Ｃ 
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(2)雨水流出量計算 
    ①雨水流出量 
       合理式により計算する。 
               ここに、Ｑ ： 雨水流出量 (m3/sec) 
                Ｃ ： 流出係数 
                 Ｉ ： 流達時間内の降雨強度 (mm/hr) 
























In ： n 年確率の雨量強度（mm/h） 
Rn ： n 年確率 60 分雨量強度 
βn ： n 年確率特性係数 
t  ： 降雨継続時間（min） 
a´、b ： 定数 
 a´= b+60 = 45.6+60 = 105.6 














流達時間 (t)＝流入時間（t１）＋流下時間（t2） (min) 
 
○流入時間 ： 集水区域の最遠点から排水施設に達するまでの時間で kerby 式によ
り求める。 
ここに、 
t1  ： 流入時間 (min) 
   Ｎ ： kerby の粗度係数 
        落葉樹林 0.60、 針葉樹林 0.80 
   Ｌ ： 流下長 (m) 
   Ｓ ： 勾  配 
 
○流下時間 ： 排水施設を流下する時間 
ここに、    
ｔ２： 流下時間 (min) 
   Ｌ ： 流 下 長 (m) 




























     Ｖ＝1/ｎ・Ｒ（２／３）・Ｉ（１／２）  (m/sec) 
     Ｑ’＝Ｖ ・Ａ         (m3/sec) 
        ここに、 Ｖ ： 流  速 
                       Ｑ ： 通 水 量 
                       ｎ ： 粗度係数 
              二次製品 n=0.013、現場打 n=0.015、塩化ビニル管 n=0.010 
               Ｒ  ： 径  深（A/P）（m） 
              Ｐ  ：  潤  辺（m） 
              Ｉ ： 勾  配 
                       Ａ ： 通水面積 (m2)  
     ただし、Ｖが次表の範囲を超える場合は次表の最大値とする。 
 
許容される平均流速の範囲 








0.6 ～ 3.0 
0.6 ～ 1.5 
0.6 ～ 1.8 
0.6 ～ 1.0 
0.3 ～ 0.6 
0.2 ～ 0.3 
0.1 ～ 0.2 



















地 表 面 の 種 類 流 出 係 数 採用値（平均値） 
路   面 
舗    装 
砂  利  道 
0.70 ～ 0.95 




細  粒  土 
粗  粒  土 
硬     岩 
軟     岩 
0.40 ～ 0.65 
0.10 ～ 0.30 
0.70 ～ 0.85 







〃  2～7％ 
〃  7％以上 
0.05 ～ 0.10 
0.10 ～ 0.15 






〃  2～7％ 
〃  7％以上 
0.13 ～ 0.17 
0.18 ～ 0.22 




屋  根 





0.75 ～ 0.95 
0.20 ～ 0.40 
0.10 ～ 0.25 
0.20 ～ 0.40 









0.70 ～ 0.80 
0.10 ～ 0.30 
0.75 
0.20 
（出典：道路土工 排水工指針 P.20） 
用途地域別平均流出係数 
用 途 地 域 の 種 類 流 出 係 数 採用値（平均値） 
商業地域 
下    町 
下町の近接区域 
0.70 ～ 0.95 






0.50 ～ 0.80 







0.65 ～ 0.80 
0.50 ～ 0.70 




緑  地 





0.10 ～ 0.25 
0.20 ～ 0.35 
0.20 ～ 0.40 



































































「道路土工 排水工指針 社団法人日本道路協会」より 
Ｒ7＝51 











































「道路土工 排水工指針 社団法人日本道路協会」より 
全国降雨特性(βｎ)地図  ～  β710 
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・アスファルト舗装の設計期間 10 年 

















Ｌ交通 100 未満 30,000 
Ａ交通 100 以上 250 未満 150,000 
Ｂ交通 250 以上 1,000 未満 1,000,000 
Ｃ交通 1,000 以上 3,000 未満 7,000,000 











































 その支持力の評価は、設計 CBR により行うものとする。 
 設計区間内において CBR 試験は実施していないが、切土部が大半を占め路床部は
軟岩に位置することから、ある程度支持力が期待できるものと判断し、設計CBR８％
として設計を行うものとする。 




 舗装厚の設計は、設計 CBR と舗装計画交通量の区分により、表-5 の目標とするＴ
Ａを下まわらないように舗装の各層の厚さを決定する。 
・ 設計 CBR 8％ 












【本  線】 
       ・設計 CBR=  8％（仮定値―協議による）※ 
・目標  TA 19cm 
・表層+基層の最小厚さ 10 cm 
 
構  成 材    質 厚さ（cm） ａｎ TA 
表  層 密粒度アスコン改質Ⅰ型 5 1.00 5.00 
基  層 粗粒度アスコン 5 1.00 5.00 
上層路盤 粒調砕石 M-30 CBR80 以上 15 0.35 5.25 
下層路盤 ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ RC-40 CBR30 以上 15 0.25 3.75 































構  成 材    質 厚さ（cm） 
表  層 密粒度アスコン 3 
路  盤 ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ RC-30 CBR30 以上 10 






項      目 表層厚(cm) 路盤厚(cm) 使用材料 
2t 車以下の車両の乗り入れを考慮する場合 3 10 RC-30 
2～4t 車の車両の乗り入れを考慮する場合 4 15 RC-40 
上記以外（大型車の乗り入れを考慮する場合） 5 
上層路盤 10 M-30 


































































































































巻末資料 2 卓越したベテラン技術者の技術者直観水準図 
 
 
①比例型 10 人 
 






















































②青年期突出型 2 人 
 










③壮年期水平型 3 人 
 











・KK 社 A.N. 
 
